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医療構造改革における
生活習慣病対策
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医療制度改革法の概要

【良質な医療を提供する体制の確立を図るための医療法等
の一部を改正する法律】

①都道府県を通じた医療機関に関する情報の公表制度の創設など情
報提供の推進

②医療計画制度の見直し（がんや小児救急等の医療連携体制の構築、
数値目標の設定等）等

③地域や診療科による医師不足問題への対応（都道府県医療対策協
議会の制度化等）

④医療安全の確保（医療安全支援センターの制度化等）

⑤医療従事者の資質の向上（行政処分後の再教育の義務化等）

⑥医療法人制度改革 等

【健康保険法等の一部を改正する法律】

①医療費適正化の総合的な推進

・医療費適正化計画の策定、保険者に対する一定の予防健診の義務
付け

・保険給付の内容、範囲の見直し等

・介護療養型医療施設の廃止

②新たな高齢者医療制度の創設（後期高齢者医療制度の創設、前期
高齢者の医療費にかかる財政調整）

③都道府県単位の保険者の再編・統合（国保の財政基盤強化、政管
健保の公法人化等） 等

１．安心・信頼の医療の確保と予防の重視
（１）患者の視点に立った、安全・安心で質の高い医療
が受けられる体制の構築
・医療情報の提供による適切な選択の支援
・医療機能の分化・連携の推進による切れ目のない
医療の提供（医療計画の見直し等）

・在宅医療の充実による患者の生活の質（QOL）の
向上

・医師の偏在によるへき地や小児科等の医師不足
問題への対応 等

（２）生活習慣病対策の推進体制の構築
・「内臓脂肪症候群（メタボリックシンドローム）」の概
念を導入し、「予防」の重要性に対する理解の促
進を図る国民運動を展開

・保険者の役割の明確化、被保険者・被扶養者に
対する健診・保健指導を義務付け

・健康増進計画の内容を充実し、運動、食生活、喫
煙等に関する目標設定 等

２．医療費適正化の総合的な推進
（１）中長期対策として、医療費適正化計画（５年計画）
において、政策目標を掲げ、医療費を抑制（生活習
慣病の予防徹底、平均在院日数の短縮）

（２）公的保険給付の内容・範囲の見直し等（短期的対
策）

３．超高齢社会を展望した新たな医療保険制度
体系の実現

（１）新たな高齢者医療制度の創設
（２）都道府県単位の保険者の再編・統合

医療計画、介護保険事業支援計画、健
康増進計画との調和が必要

医療制度改革大綱の基本的な考え方



○保険者に、４０歳以上の加入者に対して、糖尿病等に着目した健康診査及び保健指導の実施を義務付け

○ 全国医療費適正化計画・医療費適正化基本方針の作成

○ 都道府県における事業実施への支援
・平均在院日数の短縮に資する診療報酬の見直し
・医療提供体制の整備
・人材養成
・病床転換に関する財政支援

○ 計画の進捗状況の評価（中間年・平成２２年度）、
実績の評価（最終年の翌年・平成２５年度）

国
○ 都道府県医療費適正化計画の作成

○ 事業実施
（生活習慣病対策）
・保険者事業（健診・保健指導）の指導
・市町村の啓発事業の指導
（在院日数の短縮）
・医療機能の分化・連携の推進、在宅医療の推進
・病床転換の支援

○ 計画の進捗状況の評価（中間年・平成２２年度）、
実績の評価（最終年の翌年・平成２５年度）

都道府県

○ 都道府県に配慮して診療報酬を定めるように努める（※） ○ 診療報酬に関する意見を提出することができる（※）

○ 都道府県と協議の上、地域の実情を踏まえつつ、適切
な医療を各都道府県間において公平に提供する観点から
見て合理的であると認められる範囲で、都道府県の診療
報酬の特例を設定することができる
※設定にあたっては中医協において審議

○ 保険者・医療機関に対する必要な助言又は援助等（※）

実績評価の結果を踏まえた措置

共 同 作 業

保険者

◎ 平成２０年度を初年度とする医療費適正化計画（５年計画）において、政策目標を掲げ、医療費の伸びを適正化
・ 生活習慣病予防の徹底 → 政策目標：生活習慣病有病者・予備群を２５％減少 （平成２７（２０１５）年度）
・ 平均在院日数の短縮 → 政策目標：全国平均（３６日）と最短の長野県（２７日）の差を半分に縮小 （同上）

（※）については中間年における進捗状況の評価時も同様

中長期的な医療費適正化方策中長期的な医療費適正化方策
基本的な考え方
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健診・保健指導の重点化・効率化

○ 内臓脂肪症候群等の該当者・予備群に対する保健指導を徹
底するため、効果的・効率的な健診の実施により、該当者・予備群
の確実な抽出を図るとともに、健診の結果を踏まえ、保健指導の
必要度に応じた対象者の階層化を図り、動機づけの支援を含めた
保健指導プログラムの標準化を図る。

医療保険者による保健事業の取組強化

○ 健診未受診者の確実な把握、保健指導の徹底、医療費適正
化効果までを含めたデータの蓄積と効果の評価といった観点から、
医療保険者による保健事業の取組強化を図る。
→ 医療保険者に糖尿病等の予防に着目した健診・保健指導の実
施を義務付け

都道府県の総合調整機能の発揮と都道府県健康増進計画の内容充実

○ 都道府県が総合調整機能を発揮し、明確な目標の下、医療保険者、事業者、市町村等の役割分担を明確にし、これらの関係者の連
携を一層促進していくことが必要。

このため、都道府県健康増進計画について、地域の実情を踏まえ、糖尿病等の有病者・予備群の減少率や糖尿病等の予防に着目し
た健診・保健指導の実施率等の具体的な数値目標を設定し、関係者の具体的な役割分担と連携方策を明記するなど、その内容を充実さ
せ、総合的な生活習慣病対策の推進を図る。

医療構造改革における生活習慣病対策の推進について

国民の健康増進・生活の質の向上
中長期的な医療費の適正化

○ 近年、我が国では、中高年の男性を中心に、肥満者の割合が増加傾向にあるが、肥満者の多くが、糖尿病、高血圧症、高脂血症等の
危険因子を複数併せ持ち、危険因子が重なるほど心疾患や脳血管疾患を発症する危険が増大する。
○ このため、内臓脂肪型肥満に着目した「内臓脂肪症候群（メタボリックシンドローム）」の概念を導入し、国民の運動、栄養、喫煙面での
健全な生活習慣の形成に向け（「１に運動、２に食事、しっかり禁煙、最後にクスリ」）、国民や関係者の「予防」の重要性に対する理解の促進
を図る「健康づくりの国民運動化」を推進するとともに、必要度に応じた効果的な保健指導の徹底を図る「網羅的・体系的な保健サービス」を
積極的に展開する。

＜具体的な取組＞

糖尿病等の有病者・予備群の減少



生活習慣病対策の取組生活習慣病対策の取組

○ 医療保険者（国保・被用者保険）に対し、４０歳以上の被保険者・被扶養者を対象とする、内臓脂肪型
肥満に着目した健診及び保健指導の事業実施を義務づける。

○ 各医療保険者は、国の指針に従って計画的に実施する。（平成２０年度より）

○ 健診によって発見された要保健指導者に対する保健指導の徹底を図る。 → 指針において明示

○ 被用者保険の被扶養者等については、地元の市町村国保で健診や保健指導を受けられるようにする。
→ 医療保険者は市町村国保における事業提供を活用することも可能。

（費用負担及びデータ管理は、利用者の属する医療保険者が行う。）
→ 都道府県ごとに設置される保険者協議会において、都道府県が中心になって、効率的なサービス提

供がなされるよう、各医療保険者間の調整や助言を行う。

○ 医療保険者は、健診結果のデータを有効に活用し、保健指導を受ける者を効率的に選定するとともに、
事業評価を行う。また、被保険者・被扶養者に対して、健診等の結果の情報を保存しやすい形で提供する。

○ 平成２５年度より、医療保険者ごとの達成状況に応じた後期高齢者支援金の加算減算の取扱を行う。

※ 市町村国保や被用者保険（被扶養者）の健診について、一部公費による支援措置を行う。

基本的な方向

主 な 内 容

医療保険者に
特定健診の実
施を義務付け

一定の基
準に該当
する者

医療保険者に特
定保健指導の実
施を義務付け

生活習慣病のリ
スク要因の減少

生活習慣病に
起因する医療費
の減少



保険者による健診・保健指導の実施（平成２０年度施行）保険者による健診・保健指導の実施（平成２０年度施行）

医療保険者に特定健診の実施を義務付け

一定の基準に該当する者

医療保険者に特定保健指導の実施を義務付け

生活習慣病のリスク要因の減少

生活習慣病に起因する医療費の減少

対象者：４０～７４歳の医療保険加入者 約５，６００万人

医療保険者による後期高齢者医療支援金の加算・減算

○項目
・特定健診の受診率
・特定保健指導の実施率
・メタボリックシンドロームの該当者・予備群の減少率

平成２５年度より、後期高齢者医療支援金について、以下の項目の目標達成状況をもとに加算・減算
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医療保険者による後期高齢者医療支援金の加算・減算医療保険者による後期高齢者医療支援金の加算・減算

平成２０年度

健診・保健指導

事業の義務化

平成２５年度

後期高齢者医療支援金の

加算・減算を開始

（以降、毎年度）

＜加算・減算の方法＞

①目標の達成状況の数値化
○基となるデータ
・特定健診の受診率
・特定保健指導の実施率
・メタボリックシンドロームの該当者・予備群の減少率

②各医療保険者（政管等は各都道府県支部ごと）間の数値を比較し、高い保険者については
後期高齢者医療支援金の減算、低い保険者については加算を行う。
医療保険者全体を通じた減算額と加算額は同額。

・
・
・
・
・
・
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各種保健事業の取扱について（総括図）

基本健診・健康手帳
（４０歳以上）

市町村

歯周疾患検診
骨粗鬆症検診

健康教育、健康相談等

市町村

がん検診

※平成１０年度に一般財源化した後は、法律に

基づかない事業として市町村が実施

老人保健法による健診等

健診等の努力義務

医療保険者（市町村国保・被用者保険）

医療保険各法による健診等

健診の実施義務
その他の保健事業の努力義務

事業者（雇用主）

労働安全衛生法による健診等

糖尿病等の生活習慣病に着目した
特定健康診査・特定保健指導・健診通知（健康手帳）

（４０歳以上）

※ 他の保健事業も医療保険各法により努力義務

医療保険者

高齢者医療法による健診・保健指導・健康手帳

歯周疾患検診
骨粗鬆症検診

健康教育、健康相談等

市町村

がん検診
（胃がん、肺がん、大腸がん、子宮がん、乳がん）

市町村

健康増進法による保健事業

健診の実施義務
その他の保健事業の努力義務

事業者（雇用主）

労働安全衛生法による健診等

◎健診の実健診の実
施責任者の施責任者の
明確化明確化
（特に手薄
だった被扶
養者の健診
の強化）
◎保健指導保健指導
の重視の重視

保健指導の実施に
当たって連携

「健
康
増
進
計
画
」
／
「健
診
の
実
施
等
に
関
す
る
指
針
」
に
よ
る
総
合
調
整

これまでの取扱い 平成２０年度からの取扱い
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特定健診・特定保健指導内容や実施方策等に関する検討体制特定健診・特定保健指導内容や実施方策等に関する検討体制

「保険者による健診・保健指導の円滑な実施方
策に関する検討会」（座長：辻 一郎）

「標準的な健診・保健指導の在り方に関する検討会」（座長：久道 茂）

「労働安全衛生法における定期健康診断等に
関する検討会」（座長：和田 攻）

・ 被用者保険の被扶養者に対する健診・保健指導

の実施体制

・ データ送受信・決済システムの確立

・ 特定健診・特定保健指導の評価方法 等

・ 標準的な健診・保健指導プログラムの策定
（健診・保健指導の委託基準、人材育成体制の整備、
最新の知見を反映した健診・保健指導内容の見直しのための体制整備、

健診・保健指導の実施・評価のためのデータ分析を含む） 等

連携

連携

・ 労働安全衛生法における定期健康診断の健診

項目の検討

・ 労働安全衛生法における保健指導の検討 等

連携

○ 平成１８年２月～ １９年３月

○ 平成１８年８月～ ○ 平成１８年１０月～１９年３月

○ 特定健診等実施計画（案）を１９年３月の検討会で了解 ○ 平成１９年３月とりまとめ。その後、労政審分科会
で審議
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特定健診・特定保健指導の
実施に向けた準備状況
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１８年度 １９年度 ２０年度

（１）健診の現状把握（被扶養者も含む
加入者について）

（平成１８年度中）

（２）保険者事務局職員や保健師・管理栄養士に係る説明会や研修の受講
（平成１８年度～１９年度）

（７）健診結果等データの電子的
管理

（原則として、４月から）

（３）事業実施方法
の検討
（４月頃～６月頃）

（４）個人情報保護対策
（４月頃～１０月頃）

（５）特定健診等実施計画の策定
（１９年度）

（６）健診・保健指導機
関との外部委託契
約や他の保険者委
託契約の締結

（４月）

①平成２４年度における目標値を設定
②目標値到達までの各年度における目標値
を設定

（平成１９年７月～９月までをメドに）

③関係都道府県に①を報告し、適宜調整
（平成１９年１０月～１２月メド）

④他の保険者への委託等の申し込み
（平成１９年１０月～１２月頃まで）

⑤自己負担率、上限設定について決定
⑥特定健診等実施計画の原案の作成

（平成１９年１０月～１２月）

⑦保健指導体制の整備
（平成１９年１０月～平成２０年３月）

⑧必要な費用、内訳を算出／保険料率設定
⑨特定健診等実施計画案の策定
⑩理事会や運営協議会（国保）での手続き

（平成２０年１月～２月）

⑪市町村議会（国保）での予算等の承認
（平成２０年２月～３月）

⑫特定健診等実施計画の公表、報告

健診・保健指導実施に向けた、医療保険者の主な作業工程（案）
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市町村国保における健診体制

市町
村国
保

地
区
医
師
会

健診機関
（診療所）

健診機関
（診療所）

健
診
委
託
契
約

【パターン①】 【パターン②】

市町村国保

直診施設等
において健
診を実施

代表医療保険者
健保連 等

健診機関の
全国組織（※）

健診機関
（診療所）

健診機関
（診療所）

健診機関
（病院）

健診機関
（病院）

健
診
委
託
契
約

【パターン（Ａ）】

健保組合 共済組合

健保組合 健保組合

※ 健保組合等の被扶養者は、契約健診機関で、

健診を受けることができる。

（※）全衛連、人間ドック学会、

結核予防会等

被用者保険における健診体制（被扶養者分）

健診機関
（診療所）

健診機関
（診療所）

医療保険者と健診機関等との契約について
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（被用者保険が、被扶養者健診について、市町村における枠組みを活用する場合）

地区医師会

健診機関
（診療所）

健診機関
（診療所）

健診機関
（病院）

健診機関
（病院）

健
診
委
託
契
約

【パターン（Ｂ）－②】

直診施設等

【パターン（Ｂ）－①】

代表医療
保険者

健
診
委
託
契
約 代表医療

保険者

※ 健保組合等の被扶養者は、地元の健診機関で、健診を受けることができる。

健保組合 共済組合

健保組合 健保組合

健保組合 共済組合

健保組合 健保組合

被用者保険における健診体制（被扶養者分）
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被扶養者の特定健診の実施形態について

（Ａ） 健診機関の全国組織（全国労働衛生団体連合会（全衛
連）、日本人間ドッグ学会、結核予防会等）と契約を結ぶ。

（Ｂ） 被扶養者が居住する市町村の国保が当該国保の被保
険者に対して利用させてもらう契約を結ぶ。

被

扶

養

者

傘
下
の
健
診
機
関

全
国
各
地
の
健
診
機
関
と
包
括
契
約
を
希
望

す
る
医
療
保
険
者
（
健
康
保
険
組
合
・
共
済
等
）

実
施
指
示

受診

受診予約

結果通知

健診結果

請求・支払

健
診
機
関
と
り
ま
と
め
機
関

（
全
衛
連
・
病
院
グ
ル
ー
プ
等
）

契
約
と
り
ま
と
め
者

（
健
保
連
・
代
表
保
険
者
等
）

代行機関

委
託

契約の
委任

リストにある健診機関での受診が可能と通知（被保険者・事業者経由もありうる）

（A)

健診結果

請求・支払

委
託
希
望
の
医
療
保
険
者
に

加
入
す
る
被
扶
養
者

国
保
直
診
施
設
等

市
町
村
国
保
の
直
診
施
設
を
利
用
し
た
い

医
療
保
険
者
（
健
康
保
険
組
合
・共
済
等
）

受診

受診予約

結果通知

健診結果

請求・支払

代
表
医
療
保
険
者

代行機関

健診結果

請求・支払

委託 契約の
委任

（B)－①

リストにある健診機関での受診が可能と通知（被保険者・事業者経由もありうる）

委
託
希
望
の
医
療
保
険
者
に

加
入
す
る
被
扶
養
者

医
療
機
関
（
医
師
会
会
員
）

市
町
村
国
保
の
契
約
ス
キ
ー
ム
を
利
用
し
た
い

医
療
保
険
者
（
健
康
保
険
組
合
・
共
済
等
）

実
施
指
示

受診

受診予約

結果通知

健診結果

請求・支払

都
道
府
県(

市
町
村)

医
師
会

代
表
医
療
保
険
者

※市町村は、住民である被扶養者の健康の保持の観点から、代表医療保険者が都道府県(あるいは市町村)
医師会と円滑に委託契約できるよう保険者協議会を通じて助言を行う。

代行機関

健診結果

請求・支払

委託 契約の
委任

（B)－②

リストにある健診機関での受診が可能と通知（被保険者・事業者経由もありうる）
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代行機関について
集合契約方式により、特定健診・特定保健指導の実施を行う場合、健診等結果の収集、

請求・支払業務等、膨大な事務量となるため、保険者による円滑な健診・保健指導の実
施を図るため、この事務等を代行する機関が必要と考えられる。

① 支払代行や請求等の事務のために健診機関・保健指導機関及
び保険者の情報を管理する機能

② 簡単な事務点検のために契約情報・受診券(利用券)情報を管理
する機能

③ 健診機関等から送付された健診データを読み込み、確認し、保
険者に振り分ける機能

④ その際に契約と合っているか、受診資格があるか等を確認する
機能

⑤ 特定保健指導の開始と終了を管理する機能

⑥ 請求、支払代行等の機能 等

主な機能



16

健診機関等から保険者へ送付され
保険者で保存されるデータの形態

特定健診・特定保健指導に関する記録については、記録データの互換性を確保し、継続
的に多くの記録データを蓄積していくために、国において電子的標準様式を設定し、健
診・保健指導機関等の関係者が対応できる方式のフリーソフトを国が開発し配付すること
としており、電子データによる記録の効率的な保存・やりとりを可能とする準備が進められ
ている。

保険者において特定健診の結果をもとに階層化を行ったり、特定健診・特定保健指導の
実績等を社会保険診療報酬支払基金に報告したりする場合にも、データが電子化されて
いることが必要である。

このことから、平成２０年度の制度スタート時点から、電子データのみでの送信及び保険
者での保存ということで整理することとする。

保険者におけるデータ保存期間については、４０歳以上の期間の全データを保有する観
点から、「加入者である間は全期間、他の保険者に移動する等加入者でなくなった後は１
年程度（例えば翌年度末まで）保存する」、との案もあるが、厳格な管理が必要な大量の
健診データの長期保管を義務づけることの保険者の負担や、また、１０～２０年前のデー
タを使用した特定保健指導は一般的には非現実的（必要な場合は本人から取得）である
ことを考慮し、カルテの保管期間など他の多くの例に倣い、義務づけとしては５年分（加入
者でなくなった場合は翌年度末まで）とすることが妥当と考えられる。



特定健康診査等実施計画における
目標値及び後期高齢者支援金の

加算・減算について
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法律で定められている仕組み

(1)特定健康診査等実施計画における目標値

○ 保険者は、平成20年度より「特定健康診査等(注：「等」は特定保健指導を指す)の
実施に関する計画（特定健康診査等実施計画）」を定めることとされ、この計画の中
では「特定健康診査等の実施及びその成果に関する目標」を定めることとされている
(法第19条)。

○ 上記の目標に関する基本的な事項については、厚生労働大臣が「特定健康診査
等基本指針」において定め、保険者はこれに即して設定することとされている(法第
18条第2項、法第19条第1項)。

(2)後期高齢者支援金の加算・減算

○ 保険者が納付する後期高齢者支援金については、国が「特定健康診査等基本指
針」で示す「特定健康診査等の実施及びその成果に係る目標に関する基本的な事
項」、及び保険者が「特定健康診査等実施計画」で定める「特定健康診査等の実施
及びその成果に関する具体的な目標」の達成状況を勘案して、±10%の範囲内で政
令で定める方法により、加算・減算等の調整を行うこととされている(法第120条第2
項・第121条第2項)。

○ 平成25年度から納付される後期高齢者支援金に適用される(法附則第15条)。
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平成平成2020年から年から55年サイクルで策定・評価等年サイクルで策定・評価等

(厚生労働大臣)特定健康診査等基本指針
l 特定健康診査等の実施方法に関する基本的な事項
l 特定健康診査等の実施及びその成果に係る目標に関
する基本的な事項

l 前二号に掲げるもののほか、次条第一項に規定する特
定健康診査等実施計画の作成に関する重要事項

(保険者)特定健康診査等実施計画
l 特定健康診査等の具体的な実施方法に関する事項
l 特定健康診査等の実施及びその成果に関する具体的
な目標

l 前二号に掲げるもののほか、特定健康診査等の適切か
つ有効な実施のために必要な事項

参酌標準
健診実施率 ○％
保健指導実施率 △％
メタボリックシンドロームの該当者・

予備群者の減少率 □％

目標 H24H23H22H21H20

□□’’

ﾒﾀﾎﾞﾘｯｸｼﾝﾄﾞ
ﾛｰﾑの該当
者・予備群者
の減少率

△△’’
保健指導実施
率

○○’’健診実施率

後期高齢者支援金の加算・減算
l 国が「特定健康診査等基本指針」で示す「特定健康診査
等の実施及びその成果に係る目標に関する基本的な事
項」の達成状況

l 保険者が「特定健康診査等実施計画」で定める「特定健
康診査等の実施及びその成果に関する具体的な目標」
の達成状況

評価指標
健診実施率 ○％
保健指導実施率 △％
メタボリックシンドロームの該当者・

予備群者の減少率 □％

平成平成2525年から年から

※第1期はH24の値を、第2期(H25
～)以降は毎年の値を示す

※第1期は保険者
の判断で、第2期以
降は参酌標準に即
し保険者で設定

参酌標準に即し
保険者で設定

(案)

特定健康診査等実施計画における目標値及び
後期高齢者支援金の加算・減算について
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目標値の参酌標準(特定健康診査等実施計画)
(1)全国目標

２５％
(H20比)

６０％

８０％

H27
目標値

H27時点でH20に比べ25%減少という政策目標から、
H24時点の目標値を算出

モデル事業等から保健指導による改善率を設定し、
H27に政策目標の25%の減少率を達成するために、
H24時点及びH27時点で必要な実施率

H16国民生活基礎調査によれば、過去1年間に何ら
かの健診を受けた者は60.4%

5年間で100%を目指すべきという考え方もありうるが、
どうしても健診を受けられない環境にある者、受診
を希望しない者等も考えられることから、80%程度で
頭打ちになると仮定

設定に当たっての考え方
H24参酌
標準(案)

項目

１０％
(H20比)

③メタボリックシンド
ロームの該当者及
び予備群の減少率

４５％
②特定保健指導の
実施率

７０％
①特定健康診査の
実施率
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参考：加算・減算のイメージ
※加算幅を3段階に分ける場合の一例

医療給付費等総額
１０．３兆円

後期高齢者医療制度

保険者A

保険者B

保険者C

保険者D

保険者E

保険者F

保険者G

保険者H

保険者I

保険者J

最大10%

公
費
（
約
５
割
）

〔
国
：
都
道
府
県
：
市
町
村
＝
４
：
１
：
１
〕高齢者の

保険料
（１割）

後
期
高
齢
者
支
援
金

（
若
年
者
の
保
険
料
）

約
４
割

目
標
の
未
達
の
程
度
に

よ
り
加
算
幅
を
決
定

保険者K

各
保
険
者
の
共
通
負
担
部
分

加
算
・
減
算
部
分

（
生
活
習
慣
病
対
策
の
評
価
部
分
）

各
保
険
者
の
共
通
負
担
部
分

加
算
・
減
算
部
分

（
生
活
習
慣
病
対
策
の
評
価
部
分
）

全保険者に均等負担ではなく、保
険者の努力の大小に応じ負担す
ることが適当

減
算
部
分
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今後の動き

• 保険者と健診、保健指導機関の契約準備（単価の設
定、事業実施地域の検討等を前提）

• 保険者における体制整備（計画策定等）

• 健診機関、保健指導機関における体制整備（人材の
養成等）

• 契約締結

• その他


